
議案第 ３８ 号

令 和 ２ 年 度

内 子 町 水 道 事 業 会 計 予 算

１ 水 道 事 業 会 計 予 算 総 則

２ 業 務 の 予 定 量

３ 収 益 的 収 入 及 び 支 出

３ 資 本 的 収 入 及 び 支 出





　（総　　則）

第１条　令和２年度内子町の水道事業会計予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　　（１）　給 　　水 　　戸 　　数　 　  　　　　　６，６７４戸

　　（３）　一 日 平 均 給 水 量　　　　　　　　４，３８９ｍ３

　　（４）　主 な 建 設 改 良 事 業

令 和 ２ 年 度 内 子 町 水 道 事 業 会 計 予 算

　　（２）　年   間   給   水   量　　　   　１，６０２，０００ｍ３

配 水 管 耐 震 化 工 事

遠 方 監 視 シ ス テ ム 整 備 工 事

石 畳 地 区 給 水 工 事
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　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

（　収　入　） （　支　出　）

　第１款　　水道事業収益 ４５９，２８０ 千円 　第２款　　水道事業費用 千円

　　第１項　　営　業　収　益 ２８６，８００ 千円 　　第１項　　 千円

　　第２項　　営 業 外 収 益 １７２，４７８ 千円 　　第２項　　　　営 業 外 費 用 千円

　　第３項　　特　別　利　益 ２ 千円 　　第３項　　　　特　別　損　失 千円

　　第４項　　　　予 　　備 　　費 千円

　（資本的収入及び支出）

（　収　入　） （　支　出　）

　第３款　　資 本 的 収 入 ３５１，６７５ 千円 　第４款　　資 本 的 支 出 千円

　　第１項 　企 　　　業 　　　債 １１１，５００ 千円 　　第１項 　建   設   改   良   費 千円

　　第３項　 補 　　　助 　　　金 １５，４９０ 千円 　　第２項 　企  業  債  償  還  金 千円

　　第５項 　出 　　　資 　　　金 １２４，６８５ 千円 　　第３項 　投資有価証券購入費 千円

　　第６項 　固定資産売却代金 １００，０００ 千円

８０

１８７，５６０

４２８，３５６

　　営　業　費　用

４３，８１２

４５９，３８２

３８２，４６４

１６６，８２２

２，０００

１０５，０００

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める(資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額１０７，７０７千円は、当年度分消費

  税及び地方消費税資本的収支調整額１２，４８５千円、過年度損益勘定留保資金５３，０８５千円及び減債積立金４２，１３７千円で補てんするものと

  する。)。
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　（企　業　債）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

年　
○水道事業債 　　１．借入先 ３．０％

　　　　財務省 以内 　　　４０年以内（内据置５年以内）
　　　　その他の金融機関
　　２．借入の方法
　　　　証書借入

　（一時借入金）

第６条　一時借入金の限度額は、１０３，０００千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　（１）第２款　水道事業費用 　（２）第４款　資本的支出

営 業 費 用

　ただし、利率見直し方式で借
　り入れる資金について、利率
　の見直しを行った後において
　は、当該見直し後の利率

第 １ 項 建 設 改 良 費　第 １ 項　

　　　　ただし、工事又は財政の都合
　　　　により､起債額の全部若しくは
　　　　一部を翌年度に繰越借入す
　　　　ることができる。

起　債　の　目　的 償　還　の　方　法

　２．政府資金については､その
　　　融通条件により、銀行その
　　　他の場合にはその債権者
　　　と協定するものによる。
　３．繰上償還等
　　　企業財政の都合により繰
　　　上償還、償還年限の短縮
　　　又は、低利債に借り換える
　　　ことができる。

　　３．借入期日
　　　　令和２年度

限　度　額 起　債　の　方　法

営 業 外 費 用

　第 ３ 項　 特 別 損 失 投 資 有 価 証 券 購 入 費

第 ２ 項

第 ３ 項

企 業 債 償 還 金

利　　　率
千円

１１１，５００ 　１．償還期限

　第 ２ 項　
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　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、またはそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合
　は、議会の議決を経なければならない。
　

（１）

　（一般会計からの補助金）

第９条　一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、次のとおりとする。

（１） ２７，４４９千円

（２） １２４，６８５千円

（３） 　７，０００千円

（４） ５３，５９０千円

　（たな卸資産購入限度額）

第１０条　たな卸資産の購入限度額は、５，０００千円と定める。

令和　２年　３月　５日 提出

内子町長　　　稲　本　　隆　壽

１９，６１８千円

企 業 債 利 息 支 払 金 補 助

企 業 債 元 金 償 還 金 補 助 （ 出 資 金 ）

石 畳 地 区 水 道 整 備 事 業 工 事 補 助

営 業 費 用 に 要 す る 経 費 に 対 す る 補 助

職 員 給 与 費
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１

２

３

４

５

６

平成３１年度

予 算 に 関 す る 説 明 書

（附属資料） 令和２年度 内子町水道事業会計予算説明書（予算見積）

平成３１年度 内 子 町 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

令　和　２　年　度

内子町水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

内 子 町 水 道 事 業 会 計 給 与 費 明 細 書

内 子 町 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

内 子 町 水 道 事 業 予 定 損 益 計 算 書

令和２年度 内 子 町 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画 書

令和２年度

令和２年度

令和２年度





（１）収益的収入及び支出

（ 収 入 ）

（単位：千円）

予 定 額 予 定 額

１ 水 道 事 業 収 益 459,280 464,679 △ 5,399

１ 営 業 収 益 286,800 282,756 4,044

１ 給 水 収 益 285,195 281,002 4,193

２ 受 託 工 事 収 益 175 360 △ 185

３ そ の 他 の 営 業 収 益 755 729 26

４ 加 入 金 675 665 10

２ 営 業 外 収 益 172,478 181,921 △ 9,443

１ 受 取 利 息 及 び 配 当 金 2,535 1,733 802

２ 他 会 計 補 助 金 81,039 90,489 △ 9,450

５ 長 期 前 受 金 戻 入 益 86,502 89,297 △ 2,795

６ 雑 収 益 402 402 0

７ 消費税及び地方消費税還付金 2,000 0 2,000

３ 特 別 利 益 2 2 0

２ 過 年 度 損 益 修 正 益 2 2 0

備 考

１　令和２年度　内子町水道事業会計予算実施計画書

款 項 目
本 年 度 前 年 度

比　　較
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（ 支 出 ）
（単位：千円）

予 定 額 予 定 額

２ 水 道 事 業 費 用 428,356 429,674 △ 1,318

１ 営 業 費 用 382,464 381,326 1,138

１ 原 水 及 び 浄 水 費 39,147 37,527 1,620

２ 配 水 及 び 給 水 費 87,621 77,076 10,545

３ 受 託 工 事 費 220 320 △ 100

５ 総 係 費 55,436 59,538 △ 4,102

６ 減 価 償 却 費 195,240 202,165 △ 6,925

７ 資 産 減 耗 費 4,500 4,400 100

８ そ の 他 の 営 業 費 用 300 300 0

２ 営 業 外 費 用 43,812 46,293 △ 2,481

１ 支払利息及び企業債取扱諸費 40,711 44,291 △ 3,580

２ 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 2,000 2,000 0

３ 雑 支 出 1,101 2 1,099

３ 特 別 損 失 80 55 25

４ 過 年 度 損 益 修 正 損 80 50 30

５ そ の 他 特 別 損 失 0 5 △ 5

４ 予 備 費 2,000 2,000 0

１ 予 備 費 2,000 2,000 0

項 備 考目
前 年 度

款
本 年 度

比　　較
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（２）資本的収入及び支出

（ 収 入 ）
（単位：千円）

予 定 額 予 定 額

３ 資 本 的 収 入 351,675 352,585 △ 910

１ 企 業 債 111,500 133,000 △ 21,500

１ 企 業 債 111,500 133,000 △ 21,500

２ 工 事 負 担 金 0 18,900 △ 18,900

１ 工 事 負 担 金 0 18,900 △ 18,900

３ 補 助 金 15,490 63,100 △ 47,610

１ 補 助 金 15,490 63,100 △ 47,610

５ 出 資 金 124,685 137,585 △ 12,900

１ 他 会 計 出 資 金 124,685 137,585 △ 12,900

100,000 0 100,000

１ 固 定 資 産 売 却 代 金 100,000 0 100,000

固 定 資 産 売 却
代 金

前 年 度
款 備 考

本 年 度
比　　較項

６

目
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（ 支 出 ）

（単位：千円）

予 定 額 予 定 額

４ 資 本 的 支 出 459,382 562,636 △ 103,254

１ 建 設 改 良 費 187,560 283,853 △ 96,293

１ 給 配 水 設 備 工 事 費 186,960 283,253 △ 96,293

２ 営 業 設 備 費 600 600 0

２ 企 業 債 償 還 金 166,822 178,783 △ 11,961

１ 企 業 債 償 還 金 166,822 178,783 △ 11,961

105,000 100,000 5,000

１ 投 資 有 価 証 券 購 入 費 105,000 100,000 5,000

備 考目款

投 資 有 価 証 券
購 入 費

３

比　　較
本 年 度

項
前 年 度
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（単位：千円）

１ 　業務活動によるキャッシュ・フロー

（１） 当年度純利益（△は純損益） 19,984
（２） 減価償却費 195,240
（３） 固定資産除却費 4,000
（４） 引当金の増減額（△減少） △ 292
（５） 長期前受金戻入額 △ 86,502
（６） 受取利息 △ 2,535
（７） 支払利息 40,711
（８） 未収金の増減額（△は増加） 2,000
（９） たな卸資産の増減額（△は増加） △ 827

（１０） 未払金の増減額（△は減少） 1,000
小計 172,779

（１１） 受取利息 2,535
（１２） 支払利息 △ 40,711

業務活動によるキャッシュ・フロー 134,603

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

（１） 有形固定資産の取得による支出 △ 254,984
（２） 有価証券の取得による支出 △ 105,000
（３） 有価証券の売却等による収入 100,000
（４） 国庫補助金等による収入 14,082

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 245,902

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

（１） 企業債による収入 111,500
（２） 企業債の償還による支出 △ 166,822
（３） 他会計からの出資による収入 124,685

財務活動によるキャッシュ・フロー 69,363

資　金　増　減　額 △ 41,936
資　金　期　首　残　高 853,010
資　金　期　末　残　高 811,074

（令和２年　４月　１日から令和３年　３月３１日まで）

２ 　令和２年度　内子町水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
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　　１　特別職

期 末 手 当

　（千円）

年間支給率 の手当

（人） （千円） （千円） 　　（月） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

16 144 144 144

16 144 144 144

16 144 144 144

16 144 144 144

その他 備 考
報 酬 給 料

本 年 度

長 等

議 員

その他の特別職

計

比 較

長 等

議 員

その他の特別職

計

調 整 手 当区 分
職 員 数

給 与 費

退 職 手 当

前 年 度

長 等

議 員

その他の特別職

計

３     令和２年度 　内 子 町 水 道 事 業 会 計 給 与 費 明 細 書

法定福利費 合 計
計
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　２　一般職給

　　(1)　総　　括

管理職 時間外 退職

手　当 勤務手当 手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

276 180 1,400 1,515

594 420 3,346 2,324

△318 △1,946 △809 

　（注）　・本年度の期末勤勉手当には、翌年度６月期末勤勉手当のうち本年度発生額である賞与引当金繰入額１，０８３千円が含まれる。
　　　　　・本年度の法定福利費には、翌年度６月期末勤勉手当支給に伴う法定福利費のうち本年度発生額である法定福利費引当金繰入額２０７千円が含まれる。

3,700

備考区 分
職 員 数

職 員 手 当報 酬

（千円）

10,560

（千円）

3

計

本 年 度

合 計

3,086 19,618

共 済 費
給 与 費

給 料

（千円）（人） （千円） （千円）

通 勤 手 当

16,532

（千円）

25,272

勤 勉 手 当

21,572

9,946 6,586

比 較 △614 △4,426 

前 年 度 11,0123

宿 日 直
手 当

△614 △5,654 △5,040 

児童手当
別勤務手当
管理職員特

（千円）

特殊勤務

手　　当

（千円）

1,205 214 5

（千円）

職員手当
の 内 訳

区 分
期 末 手 当

（千円）

扶養手当 住 居 手 当

（千円）

1,665

（千円）

比 較 △677 △460 24

2,468

              0 △240 

本 年 度 1,791

190 5前 年 度
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(2)給料及び職員手当の増減額の明細

区 分 増 減 額

（３）　給料及び職員手当の状況

　　　　ア　職員１人当たりの給与

（ 円 ）

（ 円 ）

（ 歳 ）

（ 円 ）

（ 円 ）

（ 歳 ）

　　　　イ　初任給

増 減 事 由 別 内 訳 ( 千 円 ) 説 明 備 考

給 料 △ 614

給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分

普 通 昇 給 に 伴 う 増 減 分

昇給期間短縮に伴う増減分

技 能 労 務 職

そ の 他 の 増 減 分 △ 614 人事異動によるもの

職 員 手 当 △ 4,426
制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分

平 均 年 齢 47  

そ の 他 の 増 減 分 △ 4,426 人事異動によるもの

区 分 一 般 行 政 職

平 均 年 齢 41  

令 和 2 年 1 月 1 日 現 在

平 均 給 料 月 額 274,934  

平 均 給 与 月 額 282,601  

（円） （円） 一 般 行 政 職 （ 円 ） 技 能 労 務 職 （ 円 ）

平 成 31 年 1 月 1 日 現 在

平 均 給 料 月 額 291,234  

平 均 給 与 月 額 340,734  

高 校 卒 150,600 152,700 150,600 147,900

区 分
一 般 行 政 職 技 能 労 務 職 国 の 制 度

－　12　－



　　　　ウ　級別職員数

級 構 成 比 （ ％ ） 級 構 成 比 （ ％ ）

１ 級 １ 級

２ 級 ２ 級

３ 級 100.0     ３ 級

４ 級 ４ 級

５ 級

６ 級

計 100.0     

１ 級 １ 級

２ 級 ２ 級

３ 級 100.0     ３ 級

４ 級 ４ 級

５ 級

６ 級

計 100.0     

職 員 数 （ 人 ）

3     

計

区 分
一 般 行 政 職 技 術 労 務 職

職 員 数 （ 人 ）

平 成 31 年 1 月 1 日 現 在

3     

3     

令 和 2 年 1 月 1 日 現 在

計

3     
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区
分

一 般 行 政 職
区
分

主事（2級に規定する職務を除く。）、主事補又は町長が

規則で定める職務

課長（6級に規定する職務を除く。）、主幹又は町長が

規則で定める職務

自動車運転手、調理員、用務員

（級別の標準的な職務内容）

課長補佐、専門員又は町長が規則で定める職務
４

級

１

級

５

級

主任の業務

２

級

副主任の職務、相当の技能又は経験を必要とする職務

２

級

１

級

３

級

技 能 労 務 職

技能又は経験を必要とする職務

課長又は町長が規則で定める職務

３

級

４

級

主事又は町長が規則で定める職務

６

級

係長、主任、主査又は町長が規則で定める職務

－　14　－



　　　　エ　昇給期間短縮　　　　該当なし

　　　　オ　期末手当・勤勉手当

6 月 （ 月 分 ）

本 年 度 2.220 有

前 年 度 2.195 有

国 の 制 度 2.220 有

　　　　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区 分
20 年 勤 続 の 者

（ 月 分 ）
そ の 他 の
加 算 措 置 等

備 考

支 給 率 等 26.3655 国 と 同 じ

26.3655 無　　　し

　　　　キ　調整手当　　　　該当なし

　　　　ク　特殊勤務手当　　　　該当なし

　　　　ケ　その他の手当

区 分
支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計 職 制 上 の 段 階 、 職 務 の 級 等

に よ る 加 算 措 置
備 考

12 月 （ 月 分 ） 3 月 （ 月 分 ） （月分）

2.220 4.44

2.195 4.39

2.220 4.44

25 年 勤 続 の 者
（ 月 分 ）

35 年 勤 続 の 者
（ 月 分 ）

最 高 限 度
（ 月 分 ）

退 職 時
特 別 昇 給

33.27075 47.709 47.709 国 と 同 じ

国 の 制 度
（ 支 給 率 等 ）

33.27075 47.709 47.709 無 し

区 分 国 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 国 に 同 じ

住 居 手 当 国 と 異 な る 下限：国16,000円 内子町12,000円 上限：国28,000円 内子町27,000円

通 勤 手 当 国 に 同 じ
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資 産 の 部

（単位：千円）

１　固　定　資　産

 （１）　有 形 固 定 資 産

  　イ　土　　　地 39,684

 　 ロ　立　木　建　物 1,002,980

    　 　減 価 償 却 累 計 額 △ 161,629 841,351

  　ハ　構　築　物 5,726,663

    　 　減 価 償 却 累 計 額 △ 1,776,668 3,949,995

 　 ニ　機械及び装置 689,981

    　 　減 価 償 却 累 計 額 △ 443,323 246,658

  　ホ　工具器具及び備品 790

    　 　減 価 償 却 累 計 額 △ 639 151

  　ヘ　建設仮勘定 812,576

　　有 形 固 定 資 産 合 計 5,890,415

 （２）　無 形 固 定 資 産

  　イ　電 話 加 入 権 95

  　ロ　ソフトウェア 17,673

    　 　減 価 償 却 累 計 額 △ 3,700 13,973

  　無 形 固 定 資 産 合 計 14,068

（令和３年　３月３１日）

４　令和２年度内子町水道事業予定貸借対照表
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 （３）　投資その他の資産

  　イ　投　資　有　価　証　券 510,000

  　ロ　定　　期　　預　　金 200,000

  　投資その他の資産 合 計 710,000

　固　定　資　産　合　計 6,614,483

２　流　動　資　産

 （１）　現　金　預　金 811,074

 （２）　未　　収　　金 2,296

　　　　貸　倒　引　当　金 △ 60 2,236

 （３）　貯　　蔵　　品 5,845

　流  動  資  産  合  計 819,155

資　　産　　合　　計 7,433,638

負 債 の 部

（単位：千円）

３　固　定　負　債

 （１）　企　業　債
 　　イ　建設改良等の財源に充てる
　　　　ための企業債 2,472,532 2,472,532

　固  定  負  債  合  計 2,472,532
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４　流　動　負　債

 （１）　企　業　債

 　　イ　建設改良等の財源に充てる
　　　　ための企業債 157,511 157,511

 （２）　未　払　金 105,876

 （３）　引　当　金

  　イ　賞与引当金 1,083

  　ロ　法定福利費引当金 207 1,290

 （４）　その他流動負債 467

　流  動  負  債  合  計 265,144

５　繰　延　収　益

 （１）　長　期　前　受　金

 　 イ　補　助　金 1,607,504

    　 　収　益　化 累 計 額 △ 331,039 1,276,465

  　ロ　受贈財産評価額 1,159,706

    　 　収　益　化 累 計 額 △ 278,171 881,535

 　 ハ　工事負担金 476,498

    　 　収　益　化 累 計 額 △ 248,069 228,429

  　ニ　その他長期前受金 164,667

    　 　収　益　化 累 計 額 △ 64,684 99,983

　　繰　延　収　益 合 計 2,486,412

負　　債　　合　　計 5,224,088
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資 本 の 部

（単位：千円）

６　資　　本　　金

 （１）　資　 本　 金 1,940,314

資　本　金　合　計 1,940,314

７　剰　　余　　金

 （１）　資 本 剰 余 金

  　イ　補　  助  　金 2,300

  　ロ　工 事 負 担 金 215

  　ハ　受贈財産評価額 5,086

　　資 本 剰 余 金 合 計 7,601

 （２）　利益剰余金

  　イ　減 債 積 立 金 81,651

  　ロ　建設改良積立金 90,000

  　ハ　利 益 積 立 金 70,000

  　ニ　当年度未処分利益剰余金 19,984

　　利 益 剰 余 金 合 計 261,635

　剰　余　金　合　計 269,236

　資　 本   合   計 2,209,550

負 債 資 本 合 計 7,433,638
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Ⅰ． 重要な会計方針

１ 　有価証券の評価基準及び評価法

　満期保有目的債券 償却原価法（定額法）

２ 　資産の評価基準及び評価方法

　貯蔵品　　先入先出法による原価法　　　

３ 　固定資産の減価償却の方法

（１） 有形固定資産
・減価償却の方法　　定額法（ただし、取替資産については、取替法による。）

・主な耐用年数
　　　建物　 １５年～５０年
　　　構築物 　 ３０年～６０年
　　　機械及び装置 １０年～１５年
　　　量水器 ８年
　　　工具器具及び備品 ５年～１０年

（２） 無形固定資産
・減価償却の方法　　 定 額 法

・主な耐用年数
　　　ソフトウェア　 ５年

注      　　記  　（ 令 和 ２ 年 度 ）
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４ 　引当金の計上方法

（１） 退職給付引当金

（２） 賞与引当金

（３） 法定福利費引当金

（４） 貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。

５ 　消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。　　　

Ⅱ． 予定貸借対照表等関連

１ 　企業債の償還に係る一般会計の負担

（１）

　　　　職員の退職手当については、愛媛県市町村退職手当組合に対する一般会計負担金を負担することとなっており、当該退職手当組合
　　　の積立金が不足する場合に追加の費用負担をすることがないため、退職給付引当金を計上していない。

　　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上して
　　　いる。

　令和２年度予定貸借対照表に計上されている企業債の（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも
含む）うち、一般会計が負担すると見込まれる額は１，５２４，０６３千円である。

　　　　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支出見込額に基づき、当年度の負担に属
　　　する額を計上している。
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２

（１） 賞与引当金、法定福利費引当金

（２） 貸倒引当金

Ⅲ． その他の注記

１ 　新会計基準移行に係る経過措置

（１） みなし償却制度の廃止に伴う経過措置

２ 　予定キャッシュ・フロー計算書は間接法による。

　　　令和２年度において、不納欠損による損失を計上しているため、貸倒引当金６０千円を取り崩すこととする。

　　　令和２年６月に、賞与及びこれに係る法定福利費を支給するため、令和元年１２月から令和２年３月分にあたる賞与引当金１，３０７
　　千円及び法定福利費引当金２７５千円を取り崩すこととする。

平成２６年３月３１日における償却資産の取得及び改良に充てるための補助金等で現に資本剰余金として整理している額のうち、平

成２６年３月３１日以前に取得又は改良した資産と補助金等の対応関係を明確に把握することができない資産については、年度ごと取

得又は改良した資産（充てた補助金等との対応関係を明確に把握することができる資産及び補助金等を充てずに取得又は改良した

ことが明らかな資産は除く。）を対象とした按分等の方法を用いて合理的に整理している。

　引当金の取崩し
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千円 千円 千円

１

(１) 給 水 収 益 250,911

(２) 受 託 工 事 収 益 196

(３) そ の 他 の 営 業 収 益 663

(４) 加 入 金 2,604 254,374

２

(１) 原 水 及 び 浄 水 費 34,088

(２) 配 水 及 び 給 水 費 70,146

(３) 受 託 工 事 費 218

(４) 総 係 費 51,608

(５) 減 価 償 却 費 199,165

(６) 資 産 減 耗 費 4,400

(７) そ の 他 の 営 業 費 用 300 359,925

105,551

３

(１) 受 取 利 息 及 び 配 当 金 2,291

(２) 他 会 計 補 助 金 90,489

(３) 長 期 前 受 戻 入 益 89,151

(４) 雑 収 益 1,163 183,094

４

(１) 支払利息及び企業債取扱諸費 44,291

(２) 雑 支 出 1,355 45,646 137,448

31,897

５

(１) 過 年 度 損 益 修 正 益 2

(２) そ の 他 特 別 利 益 0 2

６

(１) 過 年 度 損 益 修 正 損 245

(２) そ の 他 特 別 損 失 20 265 △ 263

31,634

0

31,634

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

５　平成３１年度内子町水道事業予定損益計算書
（平成３１年　４月　１日から令和２年　３月３１日まで）

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 損 失

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用
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資 産 の 部

（単位：千円）

１　固　定　資　産

 （１）　有 形 固 定 資 産

  　イ　土　　　地 39,684

 　 ロ　立　木　建　物 1,002,980

    　 　減 価 償 却 累 計 額 △ 137,179 865,801

  　ハ　構　築　物 5,651,609

    　 　減 価 償 却 累 計 額 △ 1,624,269 4,027,340

 　 ニ　機械及び装置 598,527

    　 　減 価 償 却 累 計 額 △ 428,664 169,863

  　ホ　工具器具及び備品 790

    　 　減 価 償 却 累 計 額 △ 607 183

    ヘ　建設仮勘定 812,576

　　有 形 固 定 資 産 合 計 5,915,447

 （２）　無 形 固 定 資 産

  　イ　電 話 加 入 権 95

  　ロ　ソフトウェア 17,673

  　無 形 固 定 資 産 合 計 17,768

（令和２年　３月３１日）

６　平成３１年度内子町水道事業予定貸借対照表
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 （３）　投資その他の資産

  　イ　投　資　有　価　証　券 505,000

  　ロ　定　　期　　預　　金 200,000

  　投資その他の資産 合 計 705,000

　固　定　資　産　合　計 6,638,215

２　流　動　資　産

 （１）　現　金　預　金 853,010

 （２）　未　　収　　金 4,296

　　　　貸　倒　引　当　金 △ 60 4,236

 （３）　貯　　蔵　　品 5,018

　流  動  資  産  合  計 862,264

資　　産　　合　　計 7,500,479

負 債 の 部

（単位：千円）

３　固　定　負　債

 （１）　企　業　債
 　　イ　建設改良等の財源に充てる
　　　　ための企業債 2,518,543 2,518,543

　固  定  負  債  合  計 2,518,543
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４　流　動　負　債

 （１）　企　業　債

 　　イ　建設改良等の財源に充てる
　　　　ための企業債 166,822 166,822

 （２）　未　払　金 189,352

 （３）　引　当　金

  　イ　賞与引当金 1,307

  　ロ　法定福利費引当金 275 1,582

 （４）　その他流動負債 467

　流  動  負  債  合  計 358,223

５　繰　延　収　益

 （１）　長　期　前　受　金

 　 イ　補　助　金 1,593,422

    　 　収　益　化 累 計 額 △ 294,165 1,299,257

  　ロ　受贈財産評価額 1,159,706

    　 　収　益　化 累 計 額 △ 243,710 915,996

 　 ハ　工事負担金 476,498

    　 　収　益　化 累 計 額 △ 238,789 237,709

  　ニ　その他長期前受金 164,667

    　 　収　益　化 累 計 額 △ 58,797 105,870

　　繰　延　収　益 合 計 2,558,832

負　　債　　合　　計 5,435,598
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資 本 の 部

（単位：千円）

６　資　　本　　金

 （１）　資　 本　 金 1,773,492

資　本　金　合　計 1,773,492

７　剰　　余　　金

 （１）　資 本 剰 余 金

  　イ　補　  助  　金 2,300

  　ロ　工 事 負 担 金 215

  　ハ　受贈財産評価額 5,086

　　資 本 剰 余 金 合 計 7,601

 （２）　利益剰余金

  　イ　減 債 積 立 金 102,154

  　ロ　建設改良積立金 90,000

  　ハ　利 益 積 立 金 60,000

  　ニ　当年度未処分利益剰余金 31,634

　　利 益 剰 余 金 合 計 283,788

　剰　余　金　合　計 291,389

　資　 本   合   計 2,064,881

負 債 資 本 合 計 7,500,479
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Ⅰ． 重要な会計方針

１ 　有価証券の評価基準及び評価法

　満期保有目的債券 償却原価法（定額法）

２ 　資産の評価基準及び評価方法

　貯蔵品　　先入先出法による原価法　　　

３ 　固定資産の減価償却の方法

（１） 有形固定資産
・減価償却の方法　　定額法（ただし、取替資産については、取替法による。）

・主な耐用年数
　　　建物　 １５年～５０年
　　　構築物 　 ３０年～６０年
　　　機械及び装置 １０年～１５年
　　　量水器 ８年
　　　工具器具及び備品 ５年～１０年

（２） 無形固定資産
・減価償却の方法　　 定 額 法

・主な耐用年数
　　　ソフトウェア　 ５年

注      　　記  　（ 平 成 ３１ 年 度 ）

－　28　－



４ 　引当金の計上方法

（１） 退職給付引当金

（２） 賞与引当金

（３） 法定福利費引当金

（４） 貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。

５ 　消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。　　　

Ⅱ． 予定貸借対照表等関連

１ 　企業債の償還に係る一般会計の負担

（１）

　　　　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支出見込額に基づき、当年度の負担に属
　　　する額を計上している。

　平成３１年度予定貸借対照表に計上されている企業債の（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも
含む）うち、一般会計が負担すると見込まれる額は１，６０３，４９８千円である。

　　　　職員の退職手当については、愛媛県市町村退職手当組合に対する一般会計負担金を負担することとなっており、当該退職手当組合
　　　の積立金が不足する場合に追加の費用負担をすることがないため、退職給付引当金を計上していない。

　　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上して
　　　いる。
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２

（１） 賞与引当金、法定福利費引当金

（２） 貸倒引当金

（３） 修繕引当金

Ⅲ． その他の注記

１ 　新会計基準移行に係る経過措置

（１） 修繕引当金に関する経過措置

（２） みなし償却制度の廃止に伴う経過措置

２ 　予定キャッシュ・フロー計算書は間接法による。

　引当金の取崩し

　　　令和元年６月に、賞与及びこれに係る法定福利費を支給するため、平成３０年１２月から平成３１年３月分にあたる賞与引当金１，２７０
　　千円及び法定福利費引当金２４８千円を取り崩すこととする。

　　　平成３１年度において、不納欠損による損失を計上しているため、貸倒引当金６０千円を取り崩すこととする。

　平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取り崩すこととする。

平成２６年３月３１日における償却資産の取得及び改良に充てるための補助金等で現に資本剰余金として整理している額のうち、平

成２６年３月３１日以前に取得又は改良した資産と補助金等の対応関係を明確に把握することができない資産については、年度ごと取

得又は改良した資産（充てた補助金等との対応関係を明確に把握することができる資産及び補助金等を充てずに取得又は改良した

ことが明らかな資産は除く。）を対象とした按分等の方法を用いて合理的に整理している。

　　　平成３１年度において、施設等修繕費として、修繕引当金２４６千円を取り崩すこととする。
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（附属資料）

（単位：千円）

金 額

１ 459,280 464,679 △ 5,399

１ 営 業 収 益 286,800 282,756 4,044

１ 給 水 収 益 285,195 281,002 4,193

本年度　給水戸数　６，６７４戸

　水道使用料　　 259,324

　　口径φ１３mm　　　 171,352

　　口径φ２０mm　　　 20,693

１ 水 道 使 用 料 285,195 　　口径φ２５mm　　 15,659

　　口径φ３０mm   　　 4,898

　　口径φ４０mm　　　 20,996

　　口径φ５０mm　　　 13,436

　　口径φ７５mm　　　 8,642

　　口径φ１００mm　　　 3,648

　消費税等相当額　 25,871

２ 受 託 工 事 収 益 175 360 △ 185

１ 新 設 工 事 収 益 125

２ 新 設 工 事 手 数 料 50

３ そ の 他 の 営 業 収 益 755 729 26

１ 材 料 売 却 収 益 200

２ 手 数 料 1

４ 雑 収 益 554

４ 加 入 金 675 665 10

１ 加 入 金 675

令和２年度　内子町水道事業会計予算説明書（予算見積）

収　益　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　入

款 項 目
本 年 度
予 定 額

備 考
区 分

節前 年 度
予 定 額

水 道 事 業 収 益

比 較
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（単位：千円）

金 額

２ 営 業 外 収 益 172,478 181,921 △ 9,443

１ 受 取 利 息 及 び 配 当 金 2,535 1,733 802

１ 預 金 利 息 590

４ 有 価 証 券 利 息 1,945

２ 他 会 計 補 助 金 81,039 90,489 △ 9,450

１ 一 般 会 計 補 助 金 81,039 企業債利息支払金補助金　外

５ 長 期 前 受 金 戻 入 益 86,502 89,297 △ 2,795 償却資産の減価償却に係る財源の収益化

１ 補 助 金 36,874

３ 受 贈 財 産 評 価 額 34,461

５ 工 事 負 担 金 9,280

６ そ の 他 長 期 前 受 金 5,887

６ 雑 収 益 402 402 0

１ 督 促 手 数 料 180

３ 不 用 品 売 却 収 益 2

４ そ の 他 雑 収 益 200

５ 指 定 事 業 者 手 数 料 20

2,000 0 2,000

１ 消費税及び地方消費税還付金 2,000

３ 特 別 利 益 2 2 0

２ 過 年 度 損 益 修 正 益 2 2 0

１ 過 年 度 損 益 修 正 益 2

備 考
区 分

消費税及び地方消費税
還 付 金

節
款 項 目

本 年 度
予 定 額

前 年 度
予 定 額

比 較

７
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（単位：千円）

金 額

２ 428,356 429,674 △ 1,318

１ 営 業 費 用 382,464 381,326 1,138

１ 原 水 及 び 浄 水 費 39,147 37,527 1,620

１３ 備 消 品 費 800

１４ 燃 料 費 20

１５ 光 熱 水 費 78

１９ 委 託 料 13,714 水源地管理委託　外

２０ 手 数 料 5,405

２２ 修 繕 費 16,070 施設維持補修　外

２７ 薬 品 費 2,800

２８ 材 料 費 40

２９ 補 償 費 200

４０ 雑 費 20

２ 配 水 及 び 給 水 費 87,621 77,076 10,545

１３ 備 消 品 費 700

１４ 燃 料 費 110

１９ 委 託 料 7,060 漏水調査委託業務　外

２０ 手 数 料 10,109

２１ 賃 借 料 846 建設機械レンタル料　外

２２ 修 繕 費 31,027 漏水修繕、量水器開・閉栓費用　外

２６ 動 力 費 36,249 送・配水に伴う電力料

２８ 材 料 費 1,300

２９ 補 償 費 200

４０ 雑 費 20

３ 受 託 工 事 費 220 320 △ 100

１９ 委 託 料 20

２８ 材 料 費 200

節
備 考款 項

水 道 事 業 費 用

支　　　　　出

比 較
区 分

目
本 年 度
予 定 額

前 年 度
予 定 額
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（単位：千円）

金 額

５ 総 係 費 55,436 59,538 △ 4,102

１ 給 料 9,946 職員３名分

２ 手 当 5,503 扶養手当 276

通勤手当 214

特殊勤務手当 5

時間外勤務手当 1,400

期末手当 1,143

勤勉手当 770

退職手当 1,515

児童手当 180

３ 賞 与 引 当 金 繰 入 額 1,083 令和３年６月支給分に対するもの

５ 報 酬 294

６ 法 定 福 利 費 2,879 職員共済組合負担金　外

７ 法 定 福 利 費 引 当 金 繰 入 額 207 令和３年６月賞与に伴う法定福利費

８ 旅 費 500

１３ 備 消 品 費 1,000

１６ 印 刷 製 本 費 742

１７ 通 信 運 搬 費 4,014

１９ 委 託 料 26,271

２０ 手 数 料 933

２１ 賃 借 料 524

２２ 修 繕 費 200

３３ 会 費 負 担 金 450

３７ 保 険 料 820

３８ 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 70

６ 減 価 償 却 費 195,240 202,165 △ 6,925

１ 有 形 固 定 資 産 減 価 償 却 費 191,540 構築物　外

２ 無 形 固 定 資 産 減 価 償 却 費 3,700 ソフトウェア

７ 資 産 減 耗 費 4,500 4,400 100

１ 固 定 資 産 除 却 費 4,000 布設替に伴う除却費　外

２ た な 卸 資 産 減 耗 費 500

８ そ の 他 の 営 業 費 用 300 300 0

１ 材 料 売 却 原 価 300

検針委託料　外

比 較
本 年 度
予 定 額

前 年 度
予 定 額

節

区 分
款 項 目 備 考
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（単位：千円）

金 額

２ 営 業 外 費 用 43,812 46,293 △ 2,481

１ 40,711 44,291 △ 3,580

１ 企 業 債 利 息 39,577 地方公共団体金融機構　外

２ 一 時 借 入 金 利 息 1,134

２ 消費税及び地方消費税 2,000 2,000 0

１ 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 2,000

３ 雑 支 出 1,101 2 1,099

２ そ の 他 雑 支 出 1,101

３ 特 別 損 失 80 55 25

４ 過 年 度 損 益 修 正 損 80 50 30

１ 過 年 度 損 益 修 正 損 80

５ そ の 他 特 別 損 失 0 5 △ 5

１ そ の 他 特 別 損 失 0

４ 予 備 費 2,000 2,000 0

１ 予 備 費 2,000 2,000 0

１ 予 備 費 2,000

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

備 考
区 分

前 年 度
予 定 額

款 項
本 年 度
予 定 額

節
目 比 較
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（単位：千円）

金 額

３ 351,675 352,585 △ 910

１ 企 業 債 111,500 133,000 △ 21,500

１ 企 業 債 111,500 133,000 △ 21,500

１ 企 業 債 111,500 遠方監視システム整備事業　外

２ 工 事 負 担 金 0 18,900 △ 18,900

１ 工 事 負 担 金 0 18,900 △ 18,900

１ 工 事 負 担 金 0

３ 補 助 金 15,490 63,100 △ 47,610

１ 補 助 金 15,490 63,100 △ 47,610

1 国 庫 補 助 金 8,490 遠方監視システム整備事業

３ 一 般 会 計 補 助 金 7,000 石畳地区水道整備事業

５ 出 資 金 124,685 137,585 △ 12,900

１ 他 会 計 出 資 金 124,685 137,585 △ 12,900

１ 一 般 会 計 補 助 金 124,685 企業債元金償還金補助金

６ 固 定 資 産 売 却 代 金 100,000 0 100,000

１ 固 定 資 産 売 却 代 金 100,000 0 100,000

２ 固 定 資 産 売 却 代 金 100,000 有価証券満期

資　本　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　入

款 項 目 比 較
区 分

本 年 度
予 定 額

前 年 度
予 定 額

備 考
節

資 本 的 収 入
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（単位：千円）

金 額

４ 459,382 562,636 △ 103,254

１ 建 設 改 良 費 187,560 283,853 △ 96,293

１ 給 配 水 設 備 工 事 費 186,960 283,253 △ 96,293

１９ 委 託 料 4,960

３５ 工 事 請 負 費 162,000

４３ 負 担 金 20,000

２ 営 業 設 備 費 600 600 0

４３ 量 水 器 費 600

２ 企 業 債 償 還 金 166,822 178,783 △ 11,961

１ 企 業 債 償 還 金 166,822 178,783 △ 11,961

１ 企 業 債 償 還 金 166,822

３ 投資有価証券購入費 105,000 100,000 5,000

１ 投 資 有 価 証 券 購 入 費 105,000 100,000 5,000

１ 投資有価証券購入費 105,000

小田地区水源池測量業務　外

前 年 度
予 定 額

節

支　　　　　出

款 項 目
本 年 度
予 定 額

遠方監視システム整備工事　外

地方公共団体金融機構　外

中山間総合整備事業

資 本 的 支 出

比 較 備 考
区 分
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